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はじめに
「母子健康手帳制度」の原形である「妊産婦手帳制度」は瀬木三雄氏により





























（昭和17 ）年から1945  （昭和20 ）年までの数値を、また母子手帳及び母子
健康手帳の交付件数については「母子衛生の主なる統計」及び「母子保健の
主なる統計」により1954  （昭和29 ）年以降の「妊娠の届出件数」から得る
ことができた。しかし、「母子衛生的主なる統計」には1946  （昭和21 ）年か
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妊 産 婦 手 帳 の 交 付 件 数 に つ い て 、1942  （ 昭 和17 ） 年2,056,000 件 、1943
（ 昭 和18 ） 年2,576,000 件 、1944  （ 昭 和19 ） 年1,946,000 件 、1945  （ 昭 和
20 ） 年1,632,000 で あ っ た 。 こ れ ら を 出 生 数 が 把 握 で き る 年 の 交 付 率 で み る
と 、1942  （ 昭 和17 ） 年9  2 ％ 、1943  （ 昭 和18 ） 年114 ％ で あ っ た 。
母 子 手 帳 の 交 付 率 に つ い て は 、1954  （ 昭 和29 ） 年 か ら1965  （ 昭 和40 ）
年 ま で の 記 録 し か 確 認 す る こ と が で き な い が 、1954  （ 昭 和29 ） 年 か ら1956
（ 昭 和31 ） 年 は80 ％ 台 、1957  （ 昭 和32 ） 年 か ら1965  （ 昭 和40 ） 年 ま で
は 概 ね90 ％ 台 で あ っ た 。




















なお、1944  （昭和19 ）年及び1945  （昭和20 ）年については出生数が、
1946  （昭和21 ）年は交付数・出生数ともに、また1947  （昭和22 ）年は交




第2 次世界大戦後、妊産婦手帳は配給欄の有効性などから1946  （昭和21 ）
年予算で認められ、またGHQ に妊産婦手帳制度の本来の目的であった妊産
婦自身の健康管理に資するという点について理解が得られ、1947  （昭和22 ）
年、児童福祉法制定の際この手帳の視野を小児まで延長すること、配給につ
いて妊婦には米の増配、乳児には人工粉乳と砂糖を配給することとされたI）
（施行は1948  （昭和23 ）年）。
このことについて、瀬木氏は、1942  （昭和17 ）年の国民体力法の改正に













来の妊産婦手帳の取扱とほぼ同一（昭和23 年3 月31 日厚生省児発第20 号
「児童福祉法施行に関する件」（各都道府県知事あて厚生事務次官通達））とさ
れている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　犬
交付率について、1946  （昭和21 ）年から1953  （昭和28 ）年までの交付
件数が確認できないため得ることができなかったが、1954  （昭和29 ）年か
ら1956  （昭和31 ）年は80 ％台、1957  （昭和32 ）年から1965  （昭和40 ）
年までは概ね90 ％台であった。









1966  （昭和41 ）年）。






















交付率は、1966 （昭和41 ）年以降2006 （平成18 ）年に至るまで概ね
100 ％を超えている。
2　 各手帳の交付率と妊産婦死亡率・乳児死亡率の推移などについて
妊産婦手帳の交付率は1942  （昭和17 ）年9  2% 、1943  （昭和18 ）年
114% 、母子手帳の交付率は1954  （昭和29 ）年から1956  （昭和31 ）年
は80 ％台、1957  （昭和32 ）年から1965  （昭和40 ）年までは概ね90 ％
































1966  （昭和41 ）年度入学の小学校1 学年児童が保管していた母子手帳に関
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新生児の記事は96.7  % と良く、誕生日前後、満3 歳前後の幼児の健康状態













健診については1 か月98.1% 、3 ～4 か月87.8  % 、1 歳53.3  %、1 歳6
か月32.3% 、3 歳児39.8% 、保護者の記録については1 か月、3 ～4 か月ご
ろは概ね7  5% 、満1 歳のころ54.0% 、1 歳6 か月のころ33.5 ％、3 歳のこ
ろ43.8% など。





妊婦の健康状態95.9% 、妊娠中の経過98.6 ％、出産の状態98.5 ％など。
（イ）乳幼児
1 か月健診98.6 ％、3 ～4 か月健診88.7% 、1 歳健診68.0% 、保護者の記











後など一定の年の交付件数を得ることができなかったが、1954  （昭和29 ）
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